
費用対効果
１以上

個別事由による
継続

合計 申請等がない手続 申請等がある手続 合計

1,255 709 546 1,255 ‐ ‐ ‐ ‐

整理番号
（システム）

システム等の名称
【様式２】

申請等手続
【様式２】

主な手続名
【様式２】

オンライン申請等を受け付
けるための費用
（千円）【様式２】

オンライン申請等を受け付
けることによる効果
（千円）【様式２】

費用対効果
１以上

1 電子申請・届出システム 1,223
金融機関等からの申請手続
等の受付

229,800 33,867,430 ○

2
金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の
開示書類に関する電子開示システム

31 有価証券報告書等の提出 363,284 955,794 ○

‐
受付システム【e-Gov連携】
　※警察庁所管のシステム

1 疑わしい取引の届出 － － －

合計 2 1,255

継続手続数 停止予定手続数

費用対効果の検証については警察庁の受付システムに係る様式２を参照

重点手続数

様式１　総括表

備考

（１）　オンライン継続、停止の判断結果等

（２）　申請等受付システムの費用対効果

全申請等手続数

1


